
1 

RI 法廃棄物の管理に関する質問への回答 

令和 3 年 12 月 14 日 
日本原子力研究開発機構

1. RI 法廃棄物の炉規法への移管の方法について

・ＲＩ法第 33 条の２の規定（廃棄に係る特例）によって、JAEA が有している RI 法

廃棄物を炉規法に移管する場合において、何をどのように確認し、どのように記帳し

て移管する計画でしょうか。

廃棄に係る特例は、将来の埋設処分を合理的に実施するため、RI 法の廃棄物を炉規法

の施設で管理・処分が行える制度と認識している（別紙 1）。 

原子力機構では、現行の QMS の下、埋設処分に向けた廃棄体作製のための分別・処

理方法等についての作業・検討を進めている。

原科研及び大洗研では、炉規法及び RI 法の廃棄物を QMS に基づく廃棄物管理システ

ムによって取扱い、廃棄物の発生部署から廃棄物の許可区分、性状、放射能データの

記録を受け取り、その後の廃棄体作製のための分別・中間処理・保管の記録に紐づけ

ながら管理を行っているところである。（別紙 2：原科研の例） 

別紙 1 より、RI 法から炉規法への廃棄物の移管は、埋設事業又は管理事業において実

施できる。これより、管理事業においては、受け入れた RI 廃棄物毎に管理データが埋

設処分の廃棄体確認に向けて必要なデータが含まれていることを確認した上で炉規法

に移管を行い、移管前後のデータは、現在の管理システムの中で管理することを想定

している。

現在、原科研及び大洗研において移管の仕組みの構築に向けた準備 *1を進めており、

準備が整った段階で、移管前後の記録の管理の仕方などについて、確認・整備してい

ただきたい。

また、埋設処分の廃棄体確認に必要な追加データ（充填固化等の処理や放射能測定等

の記録）については、埋設事業や廃棄体化処理の進捗に従って、検討を具体的に進め

ることを考えている。
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別紙 1 

 

出典 平成 29 年度第 36 回  
原子力規制委員会資料 一部抜粋 
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2. 感染性廃棄物の取扱いについて 
 
・JAEA は原子炉医療照射を行っていると思いますが、ここで生じる炉規法上の廃棄

物には感染性廃棄物も含まれるのでしょうか。そうであれば、その感染性廃棄物はど

のように処理する計画でしょうか。 
 
 
JAEA では、現在、感染性廃棄物を保管していない。 
 
 

以上 




